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1．はじめに
　現在、日本企業の海外進出が急速に拡大してい
る。従来からの製造業等の海外進出が増加する一
方、サービス業の海外進出も高まりつつある。ま
たサービス業は、これからの日本の経済活動及び
産業を担うビジネスとして注目されている。本研
究では、日本サービス業の海外進出戦略の企業行
動と企業成果の関係について、実証的に分析を行
う。
　
2．サービスに関する概念と視点
2. 1　サービスとは何か
　Fisk, R.P. Groove, S.J and John.J（2008）は、サー 
ビスとは何かという問いに対して、ほとんどの人
間活動がサービスになりうるとしている。また
注意点として、サービスはモノでないが、サービ
スの成果はしばしばモノに依存する。またサー
ビスの範囲は、日常的な活動から非日常的な事
柄まで及ぶと見ている1。またLovelock, C.H. and 
Lauren, W.L.（2001）によれば、サービスは、伝統
的に多様性という理由から定義づけるのは困難で
ある。サービスが顧客に提供及び創造される方法
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は、多くのインプットとアウトプットが無形であ
るためにしばしば把握することが難しい。ほとん
どの人が製造業や農業を定義づけすることにそれ
ほど困難と思わないが、サービスを定義づけする
ことは回避するとしている2。
　このことから、サービスは、無形かつ範囲が広
いため、定義づけすることは困難であることが理
解できる。
　Kotler, P and Keller, K.L. （2005）によると、サー
ビスとはある人が別の人に提供する行動や能力で
あり、本質的に無形で所有権をもたらさない。サー
ビスの生産は、有形製品と結びつく場合もあれば、
そうでない場合もある。製造業、流通業及び小売
業は、付加価値サービスもしくは差別化された優
秀な顧客サービスを提供することができるとし
ている3。Looy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, 
R.V.（2004）によれば、サービスとは、無形であり、
サービス提供者と消費者の間で実現されうる相互
作用を含むすべての経済活動としている4。さら
に、Lovelock, C.H. and Lauren, W.L.（2001）は、
サービスの本質を捉える2つのアプローチを示
す。サービスは、一方から別の方へ提供される行
為もしくはパフォーマンスである。そのプロセス
は、モノと結びついているが、そのパフォーマン
スは、本質的に無形であり、通常所有権の移転は
もたらさない。サービスは、価値を創造し、特定
の時間と場所で顧客に便益を提供する経済活動で
ある。そして、サービスの受け手―受け手に代わっ
てー望んだ変化の結果としてもたらされる。サー
ビスは、売買は行うが、目に見えないモノとして
いる5。
　以上の見解から、サービスは、無形であり、所
有権をもたらさない。さらに、有形製品と結びつ
くこともあることが分かる。
2. 2　サービスの分類と特性
　Kotler, P, Hays, T. and Bloom, P.N. （2002）は、
サービスの特性を①無形性，②非分離性，③変動
性，④消滅性（即時性）としている6。Kotler, P 
and Keller, K.L. （2005）は、上記の4つのサービ
スの特性をさらに詳細に説明している。①無形性
とは、有形製品のように、購入する前に見ること，
味わうこと，触れること，聞くこともしくはにお
いをかぐことができない。不確実性を削減するた
めに、買い手は、品質の手がかりを探す。買い手
は、場所，従業員，施設，コミュニケーション資材，
シンボル及び価格等の目に見えるモノから品質を
見極めようとする。したがって、サービス供給者
の業務は、無形のモノを明確化するためにサービ
スを管理することである。②非分離性について見
ると、サービスは基本的に生産と消費が同時に起
こる。しかし、有形製品はこれに当てはまらない。
サービスを行う時、サービス提供者は、サービス
の一部となる。なぜならサービスが提供されると
き、顧客は存在するため、サービス提供者と顧客
の相互作用が、サービスマーケティングの特別な
特徴がある。③変動性の見解について、サービス
は誰が提供し、いつ、どこで提供されるかに依存
するため、非常に変動性が高い。④消滅性（即時性）
について、サービスは蓄えておくことができない。
需要が安定していると問題はない。しかし、需要
が変動すると、問題が生じるという7。
　またサービスの分類について、Lovelock, C.H. 
and Lauren, W.L.（2001）は、サービスを分類する
伝統的な方法は、産業にある。さまざまな議論と
提案が、サービスの分類に関してなされてきたと
している8。Kotler, P and Keller, K.L. （2005）は、
サービス産業を以下のように説明している。公的
機関では、学校，病院，職業安定所，警察及び消
防署等がある。民間の非営利組織は、学校，病院，
大学及び財団法人等がある。営利組織には、航空
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会社，銀行，ホテル，保険会社及び不動産会社等
の大部分がサービス業に当てはまる。コンピュー
ターオペレーター，会計士，法務担当者等の製造
業の労働者でも、その多くがサービス提供者であ
る。レジ係，事務員，販売員及び顧客サービス担
当者等の小売部門でもまたサービスの提供者であ
るとしている9。またLovelock, C.H. and Lauren, 
W.L.（2001）は、サービスの分類を以下のように
している10。①サービスプロセスの無形もしくは
有形の程度，②サービスプロセスの直接の受領
者，③サービスを提供する時間と場所，④カスタ
マイゼーション対標準化，⑤顧客とのリレーショ
ンシップの本質，⑥需要と要求のバランスの程度，
⑦施設、設備及び人々がサービスを経験する度合
い。さらにLooy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, 
R.V.（2004）は、サービスの分類について①無形性
の程度，②顧客との接触の程度，③同時性の度合
い，④異質性の程度，⑤消滅性の程度，⑥需要変
動の程度，⑦サービスカスタマーゼ―ションの程
度，⑧人材の重要性の程度，⑨サービスの対象（方
向性）としている。またサービスの分類は、サー
ビスセクターを適切なカテゴリーに区分するため
に行うことがポイントではなく、分類結果が実際
に活用されるべきである。むしろ、サービスを分
類した結果として、経営上の意思決定を起こさせ
る見識を生み出すべきであるとしている11。
　またLovelock, C.H. and Lauren, W.L.（2001）は、
製造業で展開されているマーケティングスキル
が、直接サービス企業に適応できるがどうかとい
うと、その答えはNOである。なぜならサービス
セクターのマーケティングマネジメント業務は、
いくつかの重要な局面で製造セクターと異なるた
めである。モノは、物理的な対象物等を指し、サー
ビスは行動やパフォーマンスを指す。サービスに
関する初期の研究は、サービスとモノとの区別に
あった。つまり、サービスの4つの特性である。こ
れら4つの特性は、現実の世界を簡略化しすぎと
いう批判があった。そこで、モノとサービスの基
本的な相違を以下のように明らかにし、より実際
的な観点を示す。①顧客はサービスの所有権を得
ることはできない，②サービスは無形の成果を生
み出す，③顧客は生産プロセスに関係する，④製
品の一部として人がいる，⑤オペレーションのア
ウトプットとインプットで大きな変動性がある，
⑥サービスを評価することが困難，⑦サービスに
は在庫がない，⑧時間が重要である，⑨流通チャ
ネルが異なる12。
　このことから、サービスには、製品と異なる①
無形性，②非分離性，③変動性及び④消滅性（即
時性）という特性がある。このサービスの特性と
ともにサービスの分類が、サービス業の経営戦略
の意思決定に重要な役割を果たすことが理解でき
る。またサービスの特性や分類からさらに、モノ
とサービスの違いを捉えることで製造業とサービ
ス業の相違を実務的観点から理解できよう。
3．サービス産業の成長と国際化
　Looy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, R.V. 
（2004）によると、経済に対するサービスセクター
の寄与は、経済学者等に長く関心がもたれている。
産業が経済成長に大いに貢献することを経済学者
の大半が認めている。サービス産業は、ほとんど
の国々で雇用とGDPに対して、最も偉大な貢献者
である。しかし、以前は必ずしもそうではなかっ
た。食料生産は、何十年もの間、世界の主要な経
済活動だったし、発展途上国の多くでは現在も
そうである。しかしながら、ここ数十年で経済活
動の中心が第3次産業の方へ明確にシフトしてい
る。サービスセクターは、世界経済で確実に重要
性が高まっている。先進国と途上国を比較すると
サービスセクターの重要性は異なるが、サービス
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産業の高まりは、全世界的な潮流であるとしてい
る13。またFisk, R.P. Groove, S.J and John. J （2008）
は、サービスが世界経済のけん引力として工業や
農業に置き代わってから月日を経ている。現在、
先進国のほとんどの国々でサービスが、GDPの
半分以上を占めている。全体的に、サービスの貿
易取引は、世界の貿易取引の20％にまで達してい
る。近頃のサービスにおける海外投資や貿易取引
の急激な高まりは、多くのサービス産業でも特に
ヘルスケア，エンターテインメント及び旅行に顕
著である。また銀行，保険，船舶，航空及びコミュ
ニケーションの国際貿易もまた、工業製品の貿易
取引を支援する重要な役割を果たしている。実際、
工業製品のほとんどの貿易取引は、上記のサービ
ス業やその他の重要なそれらを補助するサービス
業を抜きにしては成立しないと見ている14。
　またサービス産業の成長要因について、Looy, 
B.V., Gemmel. P and Dierdonck, R.V.（2004）は、
サービス産業の決定的な成長要因をひとつだけ
に絞ることは、困難である。サービス産業の重要
度の高まりは、さまざまな異なる要因が結びつい
た結果である。①所得の変化が購買行動に与える
影響，②社会学的及び人口学的変化，③サービス
プロデユーサーの重要性の高まり，④技術開発と
している。つまり、消費者の所得と社会変化の高
まりが、サービスに対するより多くの需要を導
く。企業と技術の変化の中でプロ意識の高まりが、
サービスプロデユーサーのような新しいサービス
の創造をもたらすという15。
　さらにKotler, P and Keller, K.L. （2005）は、製
造業やサービス業を含めたあらゆる企業が国際
化を目指す理由について、①海外市場が、国内市
場よりもより高い利潤機会がある場合，②規模の
経済性を達成するためにより大きな顧客ベース
を必要とする場合，③一つの市場に対する依存
性を削減したい場合，④グローバル企業が提供
するより良い製品もしくは低価格の商品が国内
市場に着手する場合，⑤顧客が海外に移り、国際
的なサービスが必要となる場合としている16。ま
たサービス企業が国際化を目指す理由について
Looy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, R.V.（2004）
は、サービス産業の中で国際化を目指す基本的な
動機づけは、製造業の国際化を目指す動機づけと
あまり変わりはない。企業は、自国内で多角化経
営を行うよりも海外に進出して経営を拡大させ
ることを望むとしている。また、企業が海外へ進
出することは、企業を成長させる唯一の理由では
ない。いっそう規模を拡大させることで、静的及
び動的に規模の経済をよりよく開発することが
できるためであるとしている17。一方、Fisk, R.P. 
Groove, S.J and John. J（2008）は、サービス経済
のより興味ある特徴の一つが、サービスを輸出す
ることが、モノを輸出することより複雑であるこ
とである。基本的にモノを輸出する方法は一通り
である。モノを外国市場に向けて輸送すればよい
だけである。しかしながら、サービスの相互関連
を持つという性質は、サービスの輸出とモノの輸
出とは異なった戦略を考えなければならないとし
ている18。Looy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, 
R.V.（2004）は、国際的に事業を展開しているサー
ビス企業が段々増加している事実は、偶然の一致
ではない。少なくともサービス企業が国際化する
ことを可能にするもしくはしばしばお互いに結び
つくいくつかの要因がある。これらの要因は、ど
の業界業種にも共通のものもあれば、サービス業
にのみ当てはまるものもあり、その要因は、以下
の通りである。①可処分所得の増加と均質化，②
顧客ニーズの均質化，③顧客の国際化，④流通チャ
ネルの国際化，⑤効率的なロジスティクスの確立，
⑥情報技術の発展，⑦グローバル市場のセグメン
テーション，⑧政府の政策や規制の変化，⑨アウ
トソーシングの高まりと活用である。これらの動
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機づけや牽引力が、サービス企業が国際化を進め
るべきか否かを決定する手助けとなる。しかし、
企業が、国際化を進める戦略を展開する前に、世
界中の企業はさまざまな地域を横断する文化の違
いを気づかなければならないと見ている19。Fisk, 
R.P. Groove, S.J and John. J （2008）によれば、サー
ビス業のマーケティング担当者は、世界市場で興
味深い課題と機会に直面している。最前線で従事
するサービス担当者は、サービスを提供する方法
が、多くの言語，習慣，価値観及び行動でかなり
異なることがわかる。企業は、このような外国と
自国間の相違に適応する準備をしなければならな
い。経済的，競争的，法的及び技術的状況の相違
は別にして、文化的な問題は、国を横断した差異
の主要な問題だからである。そこで、4つの文化
の次元を①自然に対する文化的志向，②行動に対
する文化的志向，③時間に対する文化的志向，④
他者に対する文化的志向としている20。Looy, B.V., 
Gemmel. P and Dierdonck, R.V.（2004）によると、
消費と生産の同時性は、サービスの主な特性の一
つである。これは、サービスの国際化戦略に対す
る2つの主要な結果をもたらす。①サービスの輸
出は不可能ではないが、少数の事例や限られた方
法でのみ行われる。サービス業は、製造業よりサー
ビスのライフサイクルのかなり早い段階で海外
へのオペレーションを確立しなければならない。
②文化の違いの問題が生じることである21。また
Fisk, R.P. Groove, S.J and John. J （2008）は、サー
ビスセクターのグローバルな意義を測定すること
を複雑化している要因として、①組織が大きくな
るということ，②顧客の国際間の移動による影響，
③女性の労働市場への参加の影響を把握できない
ということ，④企業がデータをどのように扱うか
の影響としている22。
　一方、グローバルサービス市場への参入戦略に
ついて、Kotler, P and Keller, K.L. （2005）は、製
造業やサービス業を含めたあらゆる企業が、特定
の国への海外進出を決定すると、その国に最も適
した参入方法を選ばなくてはならない。それは、
次の5つの海外市場参入戦略がある。①間接輸出，
②直接輸出，③ライセンス供与，④ジョイントベ
ンチャー，⑤直接投資。各々の戦略は、責任ある
対応，リスク，コントロール，潜在的利潤に関係
するとしている23。またFisk, R.P. Groove, S.J and 
John. J （2008）によると、サービス組織は、グロー
バル市場に参入するいくつかの戦略に従事する一
方、どの戦略を採用しようともリスクを最小化し、
その機会を最大化しようと試みる。グローバル
サービス市場へ参入する際、最も活用される3つ
の戦略が、直接投資、ライセンス供与とフランチャ
イズ及びジョイントベンチャーである。海外直接
投資は、サービス組織が別の国へ直接投資をする
ことを意味する。サービス企業が、グローバル市
場へ参入する主要な形態であるが、より負担が大
きい。フランチャイズサービスは、ますます一般
的な戦略になっている。ファーストフード企業が、
世界中にサービスオペレーションを拡大するため
にフランチャイズシステムを採用した先駆者であ
る。フランチャイズシステムは、国際化の手段と
して小売業で最も一般的なっている。またフラン
チャイズシステムは、ホテル業界でも完全に成功
を収めている。ジョイントベンチャーは、サービ
ス組織が現地の組織と契約を結ぶことを可能にす
る共通の戦略である。それにより、現地の組織と
リスクと報酬を共有する。さらに、小売業でもジョ
イントベンチャーは、一般的になっているとして
いる24。
　以上の見解から、サービス産業の高まりは、経
済成長と関係している見解が多いことがわかる。
またサービス業の成長は、様々な要因があるが、
特に所得と社会の変化に関係している。サービス
業と製造業の国際化の理由は、同じ理由のケース
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もあれば違う理由のケースもある。またサービス
業の国際化は複雑化、つまり様々な要因が結びつ
いて行われるため製造業より困難であると考えら
れる。特に、製造業とは異なりサービス業の国際
化を成功させるために考えなければならない重要
事項の一つに文化の違いがある。
4．モデルの構築とデータについて
　ここで日本のサービス業が、どのようにして企
業成果を高めつつ、海外進出戦略を構築している
のかを測定しよう。被説明変数は、日本サービス
業の現地法人数と総資本経常利益率とする。あら
ゆる企業成果の中でも総資本経常利益率を採用
する理由は、企業の総合的な収益性を判定する基
本的な指標の一つで、投下資本に対して年間ど
れだけの利益をあげたかの割合を示すためであ
る。総資本経常利益率＝経常利益/総資本×100
で表される25。また経済的要因は、海外へ進出す
る国の経済成長を図る指標として、Looy, B.V., 
Gemmel. P and Dierdonck, R.V.（2004）やFisk, R.P. 
Groove, S.J and John. J （2008）が主張するGDP 
とKotler, P and Keller, K.L. （2005）が示す海外進
出する国の人口を取り入れる。また海外進出の市
場参入決定因として、Kotler, P and Keller, K.L. 
（2005）やFisk, R.P. Groove, S.J and John.J （2008）
が重視する直接投資を取り上げる。海外へ進出す
る際の情報投資等の投資要因を設備投資要因と
し、売上高を現地法人販売高とする。変数のデー
タの出所について、現地法人販売高及び設備投資
は、通産省及び経済産業省データを用いた26。直
接投資は、JETOROのデータを使用した27。総資
本経常利益率は、財務省の財務金融統計月報の
データを利用した28。さらに人口は、一般社団法
人日本統計協会のデータを用いた29。モデルにつ
いては、図1を参照されたい。本モデルは、1997
～ 2013年の17年間を推定する。
　したがって、日本サービス業の海外進出戦略を
決定する（1）と（2）の2種類の関数が形成される。
（1） 日本サービス業の現地法人数
 ＝ f （ 1. 人口 , 2. GDP, 3. 直接投資 , 4. 設備投資 ,
  5. 現地販売売上高）
（2） 総資本経常利益率
 ＝ f （ 1. 人口 , 2. GDP, 3. 直接投資 , 4. 設備投資 ,
  5. 現地販売売上高）
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したがって、 ス業の海外進出戦略を決定する（１）と（２）の 2 種類の
関数が形成される。 
（１）日本サービス業の現地法人数 
＝ｆ（1. 人口, 2.ＧＤＰ, 3.直接投資,４.設備投資, 5.現地販売売上高） 
（２）総資本経常利益率 
＝ｆ（1. 人口, 2.ＧＤＰ, 3.直接投資,４.設備投資, 5.現地販売売上高） 
上記の２つの日本サービス業の海外進出戦略関数をそれぞれ対数線型 1 次式によっ
て特定化した上で、重回帰分析による最小２乗推定法により推定した。その結果は、
表１のとおりである30。ここで、ＲＢ２は自由度修正済み決定係数、ＳＥは推定値の標
準誤差、ＤＷはダービンワトソン統計量、Ｎはサンプル数、係数の横のカッコ内の数
値は、ｔ検定量であり、a=1%,b=5%,c=10%, d=20%でそれぞれ有意であることを示す31。 
                                                  
27 JETRO『ジェトロ世界貿易投資報告』 ,2010-2015. JETRO『ジェトロ貿易投資白書』 ,2009-2002.  
JETRO『ジェトロ投資白書』 ,2001-1999. JETRO『ジェトロ白書・投資編』 ,1998-1994. 
28財務省『財務金融統計月報』1994-2014.  
29一般社団法人日本統計協会(2009-2015)『世界の統計』。 
30 表 1 の中の・・は、係数が統計的に有意でなかったことを示す。  
31 下記の（１）と（２）が、推定結果の式である。  
(1)Ln（日本サービス業の現地法人数）＝－2.001＋0.669Ln（ＧＤＰ）＋0.098Ln（設備投資）  
                                       (3.998a)              (1.877a)           
＋0.188Ln（現地法人販売高）  
 (2.309a)   
RB2=0.855,SE=0.822,DW=2.488,N=17 
■直接投資 
 
■人口  
■ＧＤＰ  
■設備投資  
■現地法人数 
■総資本経営利益率 
検証 
■現地法人売上高  
日本サービス業の海外進出戦略に関する実証分析
　上記の2つの日本サービス業の海外進出戦略関
数をそれぞれ対数線型1次式によって特定化した
上で、重回帰分析による最小2乗推定法により推
定した。その結果は、表1のとおりである30。ここ
で、RB2は自由度修正済み決定係数、SEは推定
値の標準誤差、DWはダービンワトソン統計量、
Nはサンプル数、係数の横のカッコ内の数値は、t
検定量であり、a=1％ ,b=5％ ,c=10％ , d=20％で
それぞれ有意であることを示す31。
5．推定結果の考察
　日本サービス業の海外進出戦略に関する推定結
果を考察しよう。日本サービス業の海外進出戦略
に関する現地法人を構築するための決定因として
統計的に有意であったのは、GDP、現地法人販売
高及び設備投資の正の影響である。このことから、
日本サービス業の海外進出戦略に関する現地法人
を構築するためには、GDP、現地法人販売高及び
設備投資の観点が重要といえよう。またGDP、現
地法人販売高及び設備投資の増加が、日本サービ
ス業の海外進出戦略に関する現地法人の構築にプ
ラスの影響を及ぼしているといえよう。現在、日
本サービス業が海外へ進出し、現地法人数を増や
すためには、GDP、現地法人売上高及び設備投資
が増加していることが必要条件と示唆されよう。
　一方、日本サービス業の海外進出戦略に関する
現地法人を構築するための人口及び直接投資の決
定因は、統計的に有意でなかった。このことから、
日本サービス業が現地法人を構築しようと試みる
国の人口及び直接投資の視点が十分ではないこと
が示唆される。今後、日本サービス業が海外進出
を試みる国へのセグメンテーションやポジショニ
ング戦略及び直接投資の増加が日本サービス業の
海外進出戦略に関する現地法人を構築するための
鍵を握るといえよう。また日本サービス業の海外
進出戦略に関する現地法人を構築するために直接
投資ではなく、ライセンス供与とフランチャイズ
及びジョイントベンチャーの手段の方が多いもし
くは有効であることが示唆されよう。
　日本サービス業の海外進出戦略に関する総資本
経常利益率を高めるための決定因として統計的に
有意であったのは、GDPの正の影響である。この
ことから、日本サービス業の海外進出戦略に関す
る総資本経常利益率を高めるためには、GDPの
観点が重要といえよう。またGDPの増加が、日本
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表 1　日本サービス業の海外進出戦略に関する推定結果
決定因の詳細
現地法人数 総資本経常利益率
非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
人口 ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・
GDP 0.669（3.998）a 0.70 0.268（2.218）a 0.312
直接投資 ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・
設備投資 0.098（1.877）a 0.414 -0.147（-4.914）a -0.690
現地法人販売高 0.188（2.309）a  0.436 ・・・・・・・・ ・・・・・
   定数項 -2.001 　 -1.356 　
RB2：SE 0.855 ；0.822 　 0.801  ；0.801 　
DW：N 2.488  ;17 　 2.067   ;17
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サービス業の海外進出戦略に関する総資本経常利
益率を高めるためにプラスの影響を及ぼしている
といえよう。現在、日本サービス業が海外へ進出
し、総資本経常利益率を高めるためには、進出先
の国のGDPが増加していることが必要条件と示
唆されよう。
　一方、日本サービス業の海外進出戦略に関する
総資本経常利益率を高めるための設備投資決定因
は、負の影響である。このことは、日本サービス
業の海外進出戦略に関する総資本経常利益率を高
めるための設備投資の増加が十分でないことや、
日本サービス業の海外進出戦略に関する総資本経
常利益率を高めるための設備投資の増加が、必ず
しも日本サービス業の海外進出戦略に関する総資
本経常利益率を高めるためにあまり影響を及ぼし
ているとは言い難いといえよう。つまり、日本サー
ビス業の海外進出戦略に関する総資本経常利益率
を高めるためには、さらなる設備投資が重要とい
えよう。
　一方、日本サービス業の海外進出戦略に関する
総資本経常利益率を高めるための人口、直接投資
及び現地法人販売高の決定因は、統計的に有意で
なかった。このことから、日本サービス業が海外
進出戦略に関する総資本経常利益率を高めるため
の国の人口、直接投資及び現地法人販売高の視点
が十分ではないことが示唆される。今後、日本サー
ビス業が海外進出を試みる国へのセグメンテー
ションやポジショニング戦略、直接投資の増加及
び現地法人の販売を高めることが日本サービス業
の海外進出戦略に関する総資本経常利益率を高め
るための鍵を握るといえよう。また日本サービス
業の海外進出戦略に関する総資本経常利益率を高
めるために直接投資ではなく、ライセンス供与と
フランチャイズ及びジョイントベンチャーの手段
の方が多いもしくは有効であることが示唆されよ
う。
　現地法人数と総資本経常利益率の両方の被説明
変数を捉えた日本サービス業の海外進出戦略を考
察すると、GDPの決定因が、正の影響である。こ
のことから、GDPの決定因が、日本サービス業の
海外進出戦略の展開に最も重要であり、より良い
戦略展開が行われているといえよう。特に、現地
法人数のGDP決定因の弾力性が最も高い。この
こ と は、Looy, B.V., Gemmel. P and Dierdonck, 
R.V.（2004）や Fisk, R.P. Groove, S.J and John.J 
（2008）が強調する現地法人のGDPの変化が日本
サービス業の海外進出戦略に最も大きく影響を及
ぼしていると言えよう。言い換えると、日本サー
ビス業の海外進出戦略を展開するためには、海外
進出をしようと試みる国の経済成長が最も大き
く影響することを映し出しているとも捉えられ
よう。一方人口及び直接投資決定因は、現地法人
数と総資本経常利益率の両方の被説明変数とも
作用していない。このことから、人口への視点及
び直接投資がいまだ十分ではないことが示唆さ
れる。つまり、日本サービス業が海外進出戦略を
考える経済成長している国へのセグメンテーショ
ンやポジショニング戦略からさらにLooy, B.V., 
Gemmel. P and Dierdonck, R.V.（2004）や Fisk, 
R.P. Groove, S.J and John. J （2008）が主張する文
化への視点が重要となることも首肯できるもので
あろう。一方、直接投資ではなく、ライセンス供
与とフランチャイズ及びジョイントベンチャーを
活用する戦略の展開も重要となるであろう。
6．まとめと展望
　以上において、日本サービス業の海外進出戦略
に関する実証分析を行った。現在、経済が成長し
ている国でサービス業が成長しているとともに、
日本サービス業がその経済成長している国に海外
進出しているという、いわば市場への参入動機に
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なっていることが分かる。また設備投資を高め、
現地法人の販売高が上昇する地域に日本サービス
業の海外進出戦略が展開されていることが理解で
きる。今後、日本サービス業が進出する国へのセ
グメンテーションやポジショニング戦略の構築及
びさらなる設備投資や直接投資を行う戦略行動が
日本サービス業の海外進出の成功及び総資本経常
利益率を高める視点になり得よう。それに加え海
外市場への参入方法が、直接投資の不十分さ及び
直接投資ではなく、ライセンス供与とフランチャ
イズ及びジョイントベンチャーが好まれているこ
とも示唆されうる。さらに、現在よりも日本サー
ビス業の海外進出戦略を展開する視座として、海
外進出先の文化の相違やサービスの特性や分類を
基軸とした製造業とサービス業の海外進出戦略の
違いや共通点を理解することが重要となるであろ
う。
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 （1）Ln（日本サービス業の現地法人数）
 ＝－ 2.001 ＋ 0.669Ln（GDP）＋ 0.098Ln（設備投資）
                   （3.998a）                  （1.877a） 
 　＋ 0.188Ln（現地法人販売高）
                  （2.309a）  
 RB2=0.855,SE=0.822,DW=2.488,N=17
 （2）Ln（総資本経営利益率（ROA））
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                      （2.218a）                  （－ 4.914a）
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Econometric Analysis on the Overseas Expansion Strategy of the Japanese Service Firms
- Focus on the Service Marketing and Economic Growth -
Shinya MITOU
【abstract】
Service business increasingly is being recognized as the key business industry in the world. This article 
analyzes empirically the overseas expansion strategy of Japanese service firms. Especially this investigation is 
based on the studies of the service marketing and the studies of the international business.
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